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平成３１年３月 浜田市議会定例会（追加提案分） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■ 今回の補正予算は、国の政策に対応するため、消費税率引上げ対策としての「浜

田市プレミアム付商品券」発行及び風しん対策の推進に伴う調整を行うものです。 
 
 
 
 
 
■ 補正額は次のとおりです。 

（単位：千円） 

会  計  名 補正前の額 補 正 額 計 

一 般 会 計（第１号） 38,730,000 393,963 39,123,963
 
 
 
 
 
■ 主な補正事項は次のとおりです。 
（１）消費税率引上げへの対応 

・「浜田市プレミアム付商品券」の発行 
（２）風しん対策の推進への対応 

・予防接種法に基づく緊急風しん抗体検査及び定期接種の実施 

平成３１年度 一般会計補正予算（第１号）説明資料 

１．編 成 概 要 

２．予 算 規 模 

３． 補 正 事 項 



１．歳入歳出予算総括表

( 歳   入 ) 〔単位：千円〕

補正前の額 補  正  額 計

15 国 庫 支 出 金 5,709,214 101,483 5,810,697

71,450
26,510
3,523

19 繰 入 金 2,993,544 6,680 3,000,224 6,680

21 諸 収 入 955,220 285,800 1,241,020 285,800

38,730,000 393,963 39,123,963

( 歳   出 ) 〔単位：千円〕

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

3 民 生 費 11,217,933 383,760 11,601,693 97,960 285,800

4 衛 生 費 3,320,733 10,203 3,330,936 3,523

38,730,000 393,963 39,123,963 101,483 285,800

財政調整基金繰入金

プレミアム付商品券事業費
プレミアム付商品券事務費
緊急風しん抗体検査等事業費

一般財源

款

歳入合計

プレミアム付商品券収入

説                   明

款 特   定   財   源補正前の額 補　正　額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

歳出合計 6,680

6,680

４．一般会計補正予算（第１号）
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２．事業別の補正事項

1 新規 浜田市プレミアム付商品券発行事業（消費税増税対策分） 383,760 97,960 0 285,800 0

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 383,760 383,760

383,760 97,960 0 285,800 0

2 新規 定期（風しん追加的対策）予防接種事業 10,203 3,523 0 0 6,680

【事業費】
補正前 補正額 補正後

0 10,203 10,203

10,203 3,523 0 0 6,680

国県支出金
新規
区分

3

民生費 合計

番号
新規
区分

低所得者及び子育て世帯を対象に、プレミアム付商品券
を発行する
○購入対象者　１４，２９０人（延べ人数）
○商品券換金費　　　　　　　　　　　 357,250千円
○臨時職員　２人　　　 　　　　　　　　4,708千円
○その他事務費　　　　　　　　　　　　21,802千円
（詳細はＰ4の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

事業名及び事業概要

383,760（民   生   費）

10,203

事業費

一般財源

その他 一般財源

地方債 その他国県支出金

事業名及び事業概要 地方債

事業費

4

番号

（衛　生　費）

予防接種法に基づき、抗体検査・予防接種を実施する
○風しん（抗体検査実施見込：１，３００人）
                                      7,046千円
　　　　（予防接種見込　　：　　３００人）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3,157千円
（詳細はＰ5の新規事業等実施に伴う説明シート参照）

衛生費 合計
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

#N/A 全体計画 31年度 32年度 33年度以降

383,760 383,760 0 0

97,960 97,960 0 0

0 0 0 0

あり 285,800 285,800 0 0

なし 0 0 0 0

事務事業名
浜田市プレミアム付商品券発行事業

（消費税増税対策分）
1

健康福祉部　地域福祉課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成31年度 ～ 平成31年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード・明るい未来

（1）事業の概要・全体計画等

　平成31年10月の消費税率引き上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における
消費を喚起・下支えするため、低所得者・子育て世帯向けのプレミアム付商品券を発行する。

　平成31年2月7日に成立した国の第二次補正予算において、消費税率の引き上げに伴う低所得者及び子育て世帯
への影響を緩和するため、「プレミアム付商品券事業助成費」が予算化され、全市町村に対し事業を実施するよう要請
があった。

　低所得者及び子育て世帯に対し、プレミアムを付加した商品券を販売することで、地元消費を下支えするとともに消
費税率の引き上げに伴う家計への影響を緩和することができる。

　低所得者・子育て世帯（以下「対象者」という。）に対し、プレミアム付商品券の購入引換券を交付する。（低所得者が
購入引換券の交付を受けるためには申請が必要だが、子育て世帯は不要）
　対象者は購入引換券を販売場所で提示することで、対象者1人あたり最大2.5万円分（利用可能額5,000円×5セッ
ト）の商品券を2万円（販売額4,000円×5セット）で購入することができる。
　なお、販売単位は1セットずつとするため、対象者は最大5回に分けて商品券を購入することが可能。

⑤その他

【事業詳細】
　（1）対象者
　　　　①平成31年度市町村民税非課税者（課税基準日：平成31年1月1日）
　　　　　 ※市町村民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族、生活保護受給者等を除く
　　　　②平成28年4月2日以降に生まれた子が属する世帯の世帯主（基準日：平成31年6月1日）
　（2）商品券の利用可能額
　　　　①市町村民税非課税者・・・利用可能額2.5万円（購入額2万円）
　　　　②子育て世帯主・・・・・・・・・利用可能額2.5万円（購入額2万円）×同一世帯の（1）②の子どもの数
　　　　※①と②は重複可
　（3）商品券の発行主体
　　　　浜田市（予定）
　（4）プレミアム率
　　　　20％
　（5）販売期間（予定）
　　　　平成31年10月から平成32年2月末まで
　（6）使用可能期間（予定）
　　　　平成31年10月から平成32年3月末まで
　（7）事業フロー

国の要請により、県内市町村全て実施予定。 　市民参加の実施　（有　・　無）　
　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱 財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（ 　諸収入　 ）

一般財源

＜3月～6月頃＞ 商品券の作成、販売方法、販売期間、利用可能店舗等の検討
対象者リスト作成、管理システムの構築、購入希望申請書・購入引換券の作成等

＜6月頃＞ 市町村民税非課税者へ購入希望申請を促すための個別広報活動の準備
6月1日時点住基情報等から3歳未満児子育て世帯主の抽出

＜7月～8月頃＞ 非課税者分の個別広報活動実施、購入希望申請受付　→　届き次第、順次審査
購入引換券の印刷、送付準備

＜9月頃～＞ 購入引換券発送開始
※非課税者分は審査終了したものから順次発送、子育て世帯主分は一斉送付を想定

＜10月～2月頃＞ 購入引換券を提示してもらい、商品券を販売（分割販売）
＜10月～3月頃＞ 商品券の利用・換金処理
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新規事業等実施に伴う説明シート

整理番号

担当部・課

①目的

②背景

③効果

④内容

⑤その他

（2）他の地方公共団体の類似する政策との比較検討 （3）提案に至る過程における市民参加の実施の有無とその内容

（4）総合振興計画との整合性 （5）財源措置・将来にわたるコスト計算　　　　　　　　　　　　　単位：千円

#N/A 全体計画 31年度 32年度 33年度以降

未定 10,203 未定 未定

3,523

0

あり 0

なし 6,680

事務事業名 定期（風しん追加的対策）予防接種事業
2

健康福祉部　地域医療対策課

事業期間
単年度　・　複数年度

事業区分
新規　　　・　　　拡充

平成31年度 ～ 平成33年度　　・　終期未定 裁量・義務・政策ソフト・政策ハード・自治区ソフト・自治区ハード・明るい未来

（1）事業の概要・全体計画等

　風しん予防接種を受ける機会が1度もなかった昭和37年4月2日から昭和54年4月1日までに生まれた男性を平成33
年度末までの3年間定期接種の対象とし、風しんの発生及びまん延を予防する。

　平成30年7月以降、関東地方中心に風しんの患者数が増加しており、患者の中心は30代から50代の男性である。こ
のうち、昭和37年4月2日から昭和54年4月1日の間に生まれた男性は風しんに係る公的な予防接種を受ける機会がな
く、抗体保有率も80％と低くなっている。このことから予防接種法施行令の改正により、市町村が風しんの抗体検査と
予防接種の実施主体となった。

　対象世代の男性の風しん抗体保有率が上昇し、風しんの発生及びまん延を予防できる。

　風しん抗体保有率が低い、昭和37年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性を予防接種法に基づく定期接種の対
象とし、3年間全国で定期接種を実施する。ワクチンの効率的な活用のため、抗体検査を受け、十分な量の風しんの抗
体がないことが判明した者に対して風しんの第5期の定期接種を行う。（抗体検査・定期接種ともに自己負担なし）

【事業期間】平成31年4月1日～平成34年3月31日（3年間）
【平成31年度対象者】昭和47年4月2日～昭和54年4月1日生まれの男性
【内容】風しん抗体検査を受け、十分な量の抗体がないと判明した者に風しん第5期の定期接種を行う

　

総合振興
計画上の
位置づけ

まちづくり
の大綱 事業費

施策大綱

予防接種法施行令改正に伴う国の風しんに関する追加的
対策として、風しん抗体検査については全国市区町村と医
療機関の集合契約となり、全国統一単価である。

　市民参加の実施　（有　・　無）　

財
源
内
訳

国県支出金

地方債（　　　 　　　　）

人口減少対策
プロジェクトの

該当

その他（　　　 　　　　）

一般財源

具体的な運用の概念図

市
区
町
村

対
象
者

実
施
機
関

・受診票及び予診票に貼付する

クーポン券の発行及び送付

・風しんの抗体検査結果の登録及び集計

・集計結果の国への報告

・風しんの第５期の定期予防接種の実

施状況登録及び定期集計
・集計結果の国への報告

⑥

抗体検査を以下のいずれかで受検

１）医療機関

２）健診機関（特定健診の機会）

３）健診機関（事業所健診の機会）

風しんの抗体検査

結果を受け取る
十分な量の風しんの抗体がない場合

風しんの定期の予防接種を受ける

・受診票の準備

・風しんの抗体検査の実施

風しん抗体検査結果

１）対面説明又は送付

２）記録の保管

風しんの第５期の定期接種

１）予診票の準備

２）風しんの予防接種の実施

３）接種記録の保管

十分な量の風しんの抗体がないことが

判明したもののうち、未接種者への接種

①

②

⑤④

③

⑦

⑧

⑨

⑩

予防接種済証の発行

風しんの抗体検査 風しんの第５期の定期接種
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報告第 4 号 

 

専決処分の報告について 

 

地方自治法第 180 条第 1 項の規定により、損害賠償の額の決定について専

決処分したので、同条第 2 項の規定により報告する。 

 

平成 31 年 3 月 12 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



  

損害賠償の額の決定について 

 

損害賠償の額を地方自治法第 180 条第 1 項の規定により、次のとおり定め

る。 

 

平成 31 年 3 月 1 日 専決 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

損害賠償の額の決定 

 

公用車運転中の事故による損害賠償の額を次のとおり決定する。 

 

1  損害賠償の額    120,000 円 

2  損害賠償の相手方  （省略） 

 

 


